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                              平成２７年７月２４日 

                              高 知 県 財 政 課 

 

平成２７年度普通交付税等の算定状況（高知県分）等について 
 

１ 算定状況 

 (1) 決 定 額 

  ア 普通交付税 

    １７１，７５０百万円 

    （前年度比 △０．３％（△５４３百万円）、全国道府県△１．０％） 

     ※「全国道府県」は、東京都を除く道府県の合計。以下同じ。 

 

  イ 臨時財政対策債 

    ２５，４６２百万円 

    （前年度比 △１１．１％（△３，１８８百万円）、全国道府県 △２４．０％） 

     

  ウ 普通交付税＋臨時財政対策債 

    １９７，２１２百万円 

    （前年度比 △１．９％（△３，７３１百万円）、全国道府県 △７．６％） 

 

 (2) 基準財政需要額（臨時財政対策債振替前） 

   ２６０，２５０百万円 

    （前年度比 ＋１．９％（＋４，８９０百万円）、全国道府県 ＋２．２％） 

 

 (3) 基準財政収入額 

   ６２，７７１百万円 

    （前年度比 ＋１６．１％（＋８，６９９百万円）、全国道府県 ＋１３．５％） 

 

２ 今年度の算定結果の特徴 

 ○ 今年度も、直近３カ年と同時期の決定となった。 

（参考：H26：7/25決定、H25：7/23決定、H24：7/24決定） 

 

 ○ 需要面では、 

① 地方財政計画に新たに計上された「まち・ひと・しごと創生事業費」に対応し、既

存の「地域の元気創造事業費」が増額され、新たな費目「人口減少等特別対策事業費」

が設けられた。 

② また、過去の投資抑制により公債費が減となっている一方で、社会保障の充実分や

公共施設等の維持補修費に要する経費が増となった。 

○ 収入面では、消費増税の影響を始め、景気動向や税制改正を反映し税収増となってい

る。 

○ これらの算定の結果として、最終的には、普通交付税と臨時財政対策債の合計が、前

年度より約３７．３億円減少した。 
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  【基準財政需要額】 

   ・人口減少等特別対策事業費（皆増）      ＋４，２６８百万円 

   ・社会福祉費                 ＋１，７７１百万円 

・地域の元気創造事業費            ＋   ６４百万円 

   ・地域経済・雇用対策費            △２，３５１百万円 

  【基準財政収入額】 

   ・地方消費税                 ＋５，２０５百万円 

・法人事業税                 ＋２，８５８百万円 

    

＜参考：主な改正点＞ 

 ○ 「まち・ひと・しごと創生事業費」の創設に伴う算定 

   地方財政計画に新たに計上された「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）に対応

し、既存の「地域の元気創造事業費」（４，０００億円、うち１００億円は特別交付税）

に加えて、新たな費目「人口減少等特別対策事業費」（６，０００億円）が設けられた。 

   「地域の元気創造事業費」については、昨年度に引き続き、人口を基本とした上で、

各地方公共団体の行革努力や地域経済活性化の成果を反映して算定。 

   「人口減少等特別対策事業費」については、人口を基本とした上で、まち・ひと・し

ごと創生の「取組の必要度」や「取組の成果」を反映して算定。 

   

団体別 地域の元気創造事業費 人口減少等特別対策事業費 

道府県分算定額 ９７５億円程度 ２，０００億円程度 

本県算定額 
１７．８億円 

（人口１人当たり算定額 全国第３位）

４２．７億円 

（人口１人当たり算定額 全国第２位）

市町村分 ２，９２５億円程度 ４，０００億円程度 

 

○ 「地域経済基盤強化・雇用等対策費」に対応した算定 

   地方財政計画の歳出における歳出特別枠「地域経済基盤強化・雇用等対策費」（８，４

５０億円）に対応した臨時費目「地域経済・雇用対策費」（４，４００億円程度）につ

いては、昨年度に引き続き、人口を基本とした上で、海外競争力強化等を始め、地域経

済の活性化や雇用機会の創出を図るとともに、高齢者の生活支援など、住民のニーズに

適切に対応した行政サービスを展開するといった観点から算定。 

 

団体別 地域経済・雇用対策費 

道府県分算定額 １，９２５億円程度 

本県算定額 
４５．８億円 

（人口１人当たり算定額 全国第２位） 

市町村分 ２，４７５億円程度 

※ 歳出特別枠「地域経済基盤強化・雇用等対策費」（８，４５０億円）と臨時費目「地域経済・雇用対策

費」（４，４００億円程度）との差額（４，０５０億円程度）は、既存費目の単位費用へ算入。 

 

 

 
（問い合わせ先） 

 高知県総務部財政課（一般財源グループ） 

担当：渡邊、松井、仙頭 （電話：８２３－９３０３）  



平成27年7月24日

総務部　財政課

平成２７年度普通交付税等の算定状況（高知県分）
（単位：百万円、％）

Ａ－Ｂ C/B×100 全国増減率

Ａ Ｂ Ｃ （％） （％）

①

②

③

①－②

④

錯誤額 ⑤

交付基準額 ⑥

③－④＋⑤

普通交付税額 ⑦

（調整額含む）

普通交付税＋臨時財政対策債

⑦＋②

（注１）全国増減率は道府県分（交付団体）。

（注２）表示単位未満を四捨五入しているため、計が一致しない場合がある。

171,750 172,293 △ 543 △ 0.3 △ 1.0

197,212 200,943 △ 3,731 △ 1.9 △ 7.6

0 △ 165 165 皆減 △ 536.6

172,017 172,472 △ 455 △ 0.3 △ 0.9

基準財政収入額 62,771 54,072 8,699 16.1 13.5

基準財政需要額
（臨時財政対策債振替後） 234,787 226,709 8,079 3.6 7.0

2.2

臨時財政対策債発行可能額 25,462 28,651 △ 3,188 △ 11.1 △ 24.0

区　　　　分
平成27年度 平成26年度

対 前 年 度 比 較

主な増減内容

基準財政需要額
（臨時財政対策債振替前）

260,250 255,359 4,890 1.9
（単位：百万円）

○基準財政需要額
・人口減少等特別対策事業費 +4,268（皆増）
・社会福祉費 +1,771

・地域の元気創造事業費 + 64
・地域経済・雇用対策費 △2,351

○基準財政収入額
・地方消費税 +5,205
・法人事業税 +2,858
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総務部　財政課

普通交付税等の推移

普通交付
税

臨時財政
対策債

計 普通交付税
臨時財政
対策債

計 普交 臨財債 計 普交 臨財債 計 普交 臨財債 計

H10 168,433 168,433 198,619 198,619 4.6 4.6 2.2 2.2 1.2 1.2

H11 196,124 196,124 211,869 211,869 16.4 16.4 6.7 6.7 1.1 1.1

H12 204,659 204,659 219,524 219,524 4.4 4.4 3.6 3.6 1.1 1.1

H13 191,288 14,488 205,776 206,337 11,328 217,665 △ 6.5 皆増 0.5 △ 6.0 皆増 △ 0.8 1.1 0.8 1.1

H14 183,722 32,261 215,983 197,762 25,609 223,371 △ 4.0 122.7 5.0 △ 4.2 126.1 2.6 1.1 0.8 1.0

H15 169,855 58,696 228,551 175,998 44,186 220,184 △ 7.5 81.9 5.8 △ 11.0 72.5 △ 1.4 1.0 0.8 1.0

H16 159,368 41,905 201,273 166,015 31,791 197,806 △ 6.2 △ 28.6 △ 11.9 △ 5.7 △ 28.1 △ 10.2 1.0 0.8 1.0

H17 159,447 32,236 191,683 169,645 24,422 194,066 △ 23.1 △ 4.8 2.2 △ 23.2 △ 1.9 1.1 0.8 1.0

H18 150,408 29,072 179,480 168,600 22,010 190,610 △ 5.7 △ 9.8 △ 6.4 △ 0.6 △ 9.9 △ 1.8 1.1 0.8 1.1

H19 142,903 26,300 169,203 168,179 19,912 188,091 △ 5.0 △ 9.5 △ 5.7 △ 0.2 △ 9.5 △ 1.3 1.2 0.8 1.1

H20 144,816 28,332 173,148 168,229 24,251 192,480 1.3 7.7 2.3 21.8 2.3 1.2 0.9 1.1

H21 148,710 51,486 200,196 153,830 48,991 202,821 2.7 81.7 15.6 △ 8.6 102.0 5.4 1.0 1.0 1.0

H22 161,617 77,069 238,686 164,204 53,654 217,858 8.7 49.7 19.2 6.7 9.5 7.4 1.0 0.7 0.9

H23 164,191 61,593 225,784 172,173 37,441 209,614 1.6 △ 20.1 △ 5.4 4.9 △ 30.2 △ 3.8 1.0 0.6 0.9

H24 164,073 61,333 225,406 172,337 33,733 206,070 △ 0.1 △ 0.4 △ 0.2 0.1 △ 9.9 △ 1.7 1.1 0.5 0.9

H25 160,387 62,132 222,519 171,095 33,537 204,632 △ 2.2 1.3 △ 1.3 △ 0.7 △ 0.6 △ 0.7 1.1 0.5 0.9

H26 158,724 55,952 214,676 172,293 28,651 200,943 △ 1.0 △ 9.9 △ 3.5 0.7 △ 14.6 △ 1.8 1.1 0.5 0.9

H27 157,495 45,250 202,745 171,750 25,462 197,212 △ 0.8 △ 19.1 △ 5.6 △ 0.3 △ 11.1 △ 1.9 1.1 0.6 1.0

（注１）全国は、市町村分を含む。

（注２）H２６までの金額は、最終交付ベース。

全　国　　（単位：億円） 高知県　（単位：百万円）

平成27年7月24日

高知県の増減率　　（％）　　　　　全国の増減率　　　（％） 高知県のシェア　　　（％）
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普通交付税＋臨時財政対策債の推移
全国（左目盛）
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